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要  旨 

 

社会的ミッションの達成を目的に活動するサードセクター組織に起こり得る問題の

ひとつにミッション・ドリフト（mission drift）がある。ミッション・ドリフトは、サー

ドセクター組織が本来行うべき社会的活動以外の事業活動に資源を集中させる結果、社

会的な目的＝ミッションから遠ざかってしまう問題として理解されている。しかし、先

行研究は規範的な議論が多くを占め、実証的な評価はほとんどなされていない。本稿で

は、（独）経済産業研究所が実施した平成 29 年度「日本におけるサードセクターの経営

実態に関する調査」の結果を基に、日本のサードセクター組織におけるミッション・ド

リフトの発生要因を明らかにした。具体的には、総収入に占める各財源の比率―民間フ

ィランソロフィー、政府資金、事業収入―および Herfindahl - Hirschman Index （HHI）

を説明変数に設定し、これらがミッション・ドリフトの発生に影響を及ぼすのか否か、

検証を行った。結果として、ミッション・ドリフトの発生には、民間フィランソロフィ

ーが負の影響、事業収入が正の影響、そして、HHI が正の影響、を及ぼすことが明らか

になった。一方で、政府資金のミッション・ドリフトへの影響は観察されなかった。 
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1. 問題の所在 
 
 ミッション・ドリフト（mission drift）とは、組織の資源や活動が、その組織の公式的な
⽬的からそれること指し、それは、組織外部の制度的圧⼒の影響や組織内部のメンバーによ
る先⾒的な対応によってもたらされるといわれる（Minkoff and Powell 2006）。このミッシ
ョン・ドリフトは、近年、政府とサードセクター1との関係が緊密になる中で、その課題の
ひとつとしてしばしば議論がなされてきた。政府とサードセクターとの関係におけるミッ
ション・ドリフト問題には、サービスを提供する組織の変化、組織の顧客の変化、提供され
るサービスの変化、組織のアドボカシーの役割の縮⼩・制限、という 4 つの意味が含まれる
という（Gutch 1992; 後 2009）。例えば、政府は利⽤者が多く普遍的なサービスを提供する
ことを望むため、サードセクター組織がミッションを政府の意向に合わせてしまうこと
（Taylor and Lewis 1997）や、組織の顧客がサービスの購⼊者である政府に移⾏し、その結
果、本来のサービス利⽤者へのサービスが⾏き届かなくなること（Key 1996）等が該当す
る。また、政府の敵対者や批判者となることへの懸念から、アドボカシー活動が抑制される
（Johnson 1999）。これらは、サードセクター組織の⾃律性に関わる問題であり、多くの研
究者が関⼼を寄せてきた（例えば、Smith and Lipsky 1993; Kendall and Knapp 1996; ⽔⾕
1995; 佐藤 2002; ⽥中 2006; 後 2009; 村⽥ 2009; ⼩⽥切 2014; 坂本 2017）。資源異存論の
観点からみれば、サードセクター組織は活動に必要な諸資源を⾃ら調達することは難しく、
組織外部に資源を依存する。政府との関係でいえば、政府からサードセクター組織へは、資
⾦、情報（専⾨知識または技術援助）、政治的⽀持や正統性、議会を経ない政策過程への参
加、といった諸資源が流⼊することとなり（Saidel 1991）、それゆえ、その資源提供先とな
る政府の影響を強く受けることになるのである（⼩⽥切 2017）。 

もっとも、このミッション・ドリフト問題については、規範的に危険性を指摘する論調が
多くを占め、そのメカニズムを検討するような科学的分析は⼗分に⾏われていない（⼩⽥切
2014）。⽇本でも、ミッション・ドリフトの発⽣に、組織外部のステークホルダーや制度環
                                                       
1 サードセクターとは、各種公益法⼈を含めた広義の⺠間⾮営利組織、さらには各種協同組合や社会的企
業等も含める企業セクターと並ぶもう⼀つの⺠間セクターである。サードセクターの台頭は、従来の政
府・⾏政−⺠間関係を根本的に転換させるものであり、その果たす役割が期待されている（後 2011）。 
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境の変化、組織内部ステークホルダーの変化といった多様な要因が影響しているといった
指摘がなされているが（村⽥ 2009）、ミッション・ドリフトの発⽣構造やそこに影響を与え
る要因等は明らかにされていない。本稿では、こうした⽂脈を踏まえ、サードセクター組織
のミッション・ドリフト発⽣の要因について実証的に分析する。とくに、サードセクター組
織におけるステークホルダー関係を⽰す指標として財源に着⽬し、その財源の構成とミッ
ション・ドリフトとの関係を検証する。 

以下、第 2 節では、本稿の分析枠組みを掲⽰する。第 3 節では、分析⽅法と⽤いるデータ
について解説する。第 4 節では、分析結果を掲⽰し、第 5 節で得られた知⾒の整理とその
含意について掲⽰する。 
 
2. 分析視⾓ 
2. 1. 財源とミッション・ドリフトとの関係性 
 サードセクター組織のミッション・ドリフト発⽣に影響する要因を探索するうえでは、組
織の財源のあり様に着⽬することがひとつの近道となる。例えば、サードセクター組織への
寄付者が活動に介⼊し、ミッションや⽬標を置き換えることや（Kelly 1991，Tuckman 1998）、
事業提携先である企業のとのミッションの相違によって混乱が⽣じること（Adams and 
Perlmutter 1991）、そして、政府からの資⾦助成や公共サービスの委託等を通じてミッショ
ンの変更等が⽣じ得る。すなわち、財源を観察することによって、サードセクター組織にお
けるステークホルダー関係とその影響について理解することが可能となるのであり、ミッ
ション・ドリフトとの関係を検討する指標として有益といえる。 

Froelich (1999)によれば、サードセクター組織の財源には、個⼈寄付、企業寄付、財団助
成⾦、政府資⾦、事業収⼊があるが、収⼊の不安定性、資⾦使途の制約、活動⽬的への介⼊、
組織運営に与える影響、組織の構造的変化といった特徴に照らし合わせると、⼤きく次の 3
つに分類できるという（中嶋・⾺場 2012）。まず、⺠間フィランソロフィーである。これは、
個⼈及び企業からの寄付や会費、助成団体による助成⾦が含まれ、組織の正当性を最も良く
表す財源である。もっとも、財源としては不安定で活動⽬的や組織運営に対して⼤⼝資⾦提
供者から強く影響を受けることになる。次に、政府資⾦である。政府資⾦には、補助⾦や公
共サービス委託等による事業収⼊が含まれ、他の財源と⽐較して収⼊源として安定的であ
る。ただし、資⾦使途が政府によって制限されており、政策変更の影響を⼤きく受ける。ま
た、組織の官僚化や政府指向を⽣む可能性がある。最後に、事業収⼊である。事業収⼊は、
継続性が⾒込まれ、資⾦使途も柔軟で⾃由度の⾼い財源である。しかし、市場競争の下で事
業の合理化が求められ、組織の市場指向を強める可能性がある（表 1）。 
 
2. 2. 分析の枠組み 
 本稿では、第 1 に、これらの財源がミッション・ドリフトの発⽣に影響するか否かを検証
する。先⾏研究においては、とりわけ、政府資⾦および事業収⼊のミッションへの影響に多
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くの関⼼が集まってきた（Smith and Lipsky 1993; Kendall and Knapp 1996; Weisbrod 2004; 
⽥中 2006）。すなわち、財源としての安定性が⾼い政府資⾦や、継続性が⾒込まれ⾃由度の
⾼い事業収⼊への依存がミッション・ドリフトを⽣むという関係性である。こうした財源が
ミッション・ドリフト発⽣の要因として説明されるのか否か、検討する。 
 第 2 に、財源の多様化がミッション・ドリフトの発⽣に影響するか否かを検証する。外部
への資源の依存が避けられないサードセクター組織がとるべき戦略のひとつとして、財源
の多様化が指摘される（Pfeffer and Salancik 1978; ⾼松 2002; ⽯⽥ 2008; Moulton1 and 
Eckerd 2012）。これは、多様な財源の獲得を通じ、特定の資⾦提供者からのプレッシャーの
低下や、資⾦提供者の影響⼒を平準化させることを⽬指す戦略である。ミッション・ドリフ
トの⽂脈に照らし合わせると、財源の多様化、すなわち、特定の財源への依存を回避するこ
とによってミッション・ドリフトの発⽣が抑制されるという関係が導かれる。このロジック
が実証されるのか否か、検討を⾏う。 
 
3. 分析⽅法とデータ 
3. 1. 分析データ 

本稿の分析に⽤いるデータは、独⽴⾏政法⼈経済産業研究所が実施した平成 29 年度「⽇
本におけるサードセクターの経営実態に関する調査」の個票データである。この調査は、
2017 年 5 ⽉〜6 ⽉に、社団法⼈（⼀般・公益）、財団法⼈（⼀般・公益）、社会福祉法⼈、
医療法⼈、学校法⼈、特定⾮営利活動法⼈、協同組合、労働組合等を広く調査対象として実
施されたものである。調査対象は、国税庁の法⼈番号データべースに登録されている全法⼈
を⺟集団とし、そこからサードセクターの法⼈格別の⺟集団数を考慮した標本抽出（層化抽
出）によって決定された。調査票配布数は 12500、回収率は 12.7％であった。本稿では、こ
れらのサンプルのうち、調査票の財源に関する回答（組織の年間総収⼊額とその内訳）に誤
植がなかった 1040 サンプルを分析対象とする2。 
 
3. 2. 被説明変数 
 サードセクター組織のミッション・ドリフトに影響を及ぼす要因を説明するモデルを構
築する。調査では、ミッション・ドリフトの発⽣の程度について質問している。これは、「組
織が掲げる⽬的・使命等」と「実際の活動内容」がどの程度⼀致しているかを問うものであ
る。選択肢は、「完全に⼀致している」「ある程度⼀致している」「あまり⼀致していない」
「ほとんど⼀致していない」「わからない」を設定した。このミッション・ドリフトに関す
る反応の差異がどのような要因によって説明されるのか、組織要因を中⼼に検討する。ミッ
ション・ドリフトの評価にこうした主観的な⽅法を⽤いた理由は、⾮常に抽象的かつ広義の

                                                       
2 ここでいう誤植とは、年間の収⼊のうち、寄付や会費、事業収⼊といった各収⼊の合計額が総収⼊額と
⼀致しないケースを指す。 
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概念であるミッションは多くの場合明⽂化されておらず、客観的指標の設定が困難なため
である。ここでは、組織の実態をもっともよく理解する関係者に評価を委ねる⽅法を⽤いた。 
 図 1 は、質問の単純集計結果である。最も多くを占めるのが「ある程度⼀致している」で
56.7％、「完全に⼀致している」が 36.8％、「あまり⼀致してない」が 2.3％、「ほとんど⼀致
していない」が 1.4％、「わからない」が 1.9％であった。結果として、全体の 9 割以上がミ
ッションと活動との関係に肯定的な評価を⾏っている。後（2009）や坂本（2015）は、規
範的に危惧されているような政府資⾦によるミッション・ドリフト問題は、⽇本において顕
在化していないことを明らかにしているが、本調査の結果もそれらを⽀持するものとなっ
ている。つまり、ミッション・ドリフトが⽣じるケースは存在するものの、それらは⼀部で
あり、全体的な傾向ではないとみられる3。⼀⽅で、ミッションと活動が完全に⼀致してい
ると評価されているのは 4 割弱程度であるという⾒⽅もできる。過半数の団体が、ミッシ
ョンと活動との間の距離や格差を認識しているともみなせよう。 
 
3. 3. 説明変数 

説明変数に⽤いるのは、第 1 に、「⺠間フランソロフィー」「政府資⾦」「事業収⼊」とい
う 3 つの財源である。これは、具体的には表 2 の通り変数を作成した。調査では、個々の市
⺠、企業セクター、政府⾏政セクター、サードセクター、という 4 つの資⾦提供主体それぞ
れについて、もらった収⼊額（寄付や会費、補助⾦等）と稼いだ収⼊額（委託料、事業収⼊
等）を分けて質問している。本稿では、個々の市⺠、企業セクター、サードセクターからの
寄付・会費・助成⾦等を「⺠間フィランソロフィー」、政府⾏政セクターからの補助⾦や事
業収⼊を含むすべての資⾦を「政府資⾦」、そして、すべての主体からの事業収⼊を「事業
収⼊」として設定した。分析においては、これらの各財源の額が年間の総収⼊額に占める⽐
率を⽤いることとした。⺠間フィランソロフィー⽐率の平均値は 0.279、政府資⾦⽐率の平
均値は 0.432、事業収⼊⽐率の平均値は 0.580、となっている。政府資⾦⽐率および事業収
⼊⽐率が⾼いほど、ミッション・ドリフトの確率も⾼まると予測される。 

第 2 に、財源の多様化に関する変数として、Herfindahl - Hirschman Index（HHI）を⽤
いる。HHI は、財源の集中度・分散度が評価可能な指標であり、組織の財源の数と総収⼊
額に占める各財源のシェアという 2 つ側⾯を同時に考慮できる4。単独の財源から収⼊を得
ているほど値は 1 に近づき、逆に、分散するほど 0 に近づく。総収⼊額の規模にかかわら
                                                       
3 ⽇本において、政府とサードセクターとの関係を通じたミッション・ドリフトが⽣じない傾向にある理
由については、その関係が未成熟である可能性が指摘されている（塚本 2002,; 宮永 2011; ⼩⽥切
2017）。 
4 HHI は以下の式によって計測される（Scherer and Ross 1990）。 
 HHI = (r1/R)2 + (r2/R)2 + … + (rn/R)2 

=Σ(ri/R)2, i = 1, 2, …, n 
 n は財源の数であり、ri は i 番⽬の財源からの収⼊額、R は全財源からの収⼊の合計値である。 
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ず、財源が同じ割合で分散していれば、HHI も同じ値をとることとなる。本稿では、前述
のような、4 つの主体別にもらった収⼊と稼いだ収⼊を分類した 8 つの財源を⽤いて HHI
を計算した5。HHI の値が⾼いほどミッション・ドリフトも起こりやすいと想定する。 
 これら財源に関する 2 つの変数の他、以下のとおり組織要因を中⼼にモデルに投⼊する。
まず、組織の規模を統制する変数として、年間総収⼊額を⽤いる。収⼊規模によって財源構
造は⼤きく異なるため、ミッション・ドリフトの発⽣に影響を与えると考えられる。分析に
は総収⼊額を対数化したものを⽤いる。 

次に、活動年数である。これは、組織の活動開始からの経過年数である。2017 年に設⽴
した場合を 1 としている。設⽴から時間が経つほど財源を得る機会は増加するため、ミッ
ション・ドリフトに影響すると思われる。 

組織の⼈材に関して、ボランティア数を採⽤する。ボランティア数は、組織のミッション
についての社会的評価のバロメーターとして捉えられる。組織のミッションと活動内容と
の整合性に関連すると思われる。 

サードセクター組織に関する実証研究では、しばしば地理的要因が考慮される。活動地域
の違いは、資源へのアクセス可能性や市場競争のあり様に影響する（Bielefeld and Murdoch 
2004）。本稿では、各組織の事務所所在地について、「東京都特別区」「政令市」「県庁所在地」
「その他市町村」の 4 カテゴリに分類したダミー変数を⽤いる。 

そして、法⼈格の種別である。調査では、⼀般社団法⼈（⾮営利型／それ以外）、⼀般財
団法⼈（⾮営利型／それ以外）、公益社団法⼈、公益財団法⼈、医療法⼈（社会医療法⼈、
特定医療法⼈／それ以外）、特定⾮営利活動法⼈（認定／それ以外）、社会福祉法⼈、学校法
⼈、職業訓練法⼈、更⽣保護法⼈、消費⽣活協同組合、農業協同組合、漁業協同組合、森林
組合、中⼩企業等協同組合、信⽤⾦庫等、共済協同組合、労働組合、その他団体、という 23
の法⼈格等を識別している。本稿では、法制度あるいは税制上、公益的な活動への動機づけ
が強く、社会的なミッションへの意識がより⾼いと考えられる 10 の法⼈格（⼀般社団法⼈
（⾮営利型）、⼀般財団法⼈（⾮営利型）、公益社団法⼈、公益財団法⼈、認定 NPO 法⼈、
NPO 法⼈、社会福祉法⼈、学校法⼈、職業訓練法⼈、更⽣保護法⼈）について、それぞれ
ダミー変数を⽤いて分析する6。 
 組織が中⼼的に⾏っている事業の分野・内容を⽰す事業活動分野も変数として採⽤する。
災害時救援・防災といったミッションと活動が明確化しやすい分野もあれば、地域活性化と
いったようなミッションが抽象的な分野もある。ここでは、16 の事業活動分野をダミー変
数として⽤いることとする7。 

                                                       
5 サードセクター組織の財政構造の評価に HHI を⽤いた研究としては、Tuckman and Chang (1991), 
Chang and Tuckman(1994), Greenlee and Trussel (2000), Trussel (2002); Keating et al. (2005), ⽯⽥
(2008), ⾺場ほか(2010), 中島・⾺場 (2012), ⼩⽥切(2016）などがある。 
6 これら 10 法⼈各以外の法⼈格は、「その他法⼈格」として統合した。 
7 事業活動分野について、以下の分析では、それぞれの分野・内容について略称を⽤いて表記している。
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 最後に、組織内部の要因として、団体設⽴の経緯および理事会回数を説明変数に加える。
前者は、⾃発的に集まったメンバーによって設⽴されたか否かのダミー変数であり、⾃発的
な団体の⽅がよりミッション・ドリフトを抑制すると考えられる。後者は、年間に開催され
た理事会・役員会等の回数である。メンバー間で多くのコミュニケーション機会がある⽅が、
ミッション・ドリフトを抑制すると推察される。 
 以上の変数を⽤いて推定を⾏う。被説明変数に関して、前述の通り、調査では、ミッショ
ン・ドリフトに関して 5 つの選択肢を設定して回答を得たが、推定においては、「完全に⼀
致している＝0」「ある程度⼀致している＝1」「⼀致していない（あまり⼀致していない＋ほ
とんど⼀致していない）＝2」という順序尺度の変数、および「完全に⼀致している=0」「そ
れ以外（ある程度⼀致している＋あまり⼀致していない＋ほとんど⼀致していない）=1」
という 2 値の変数、を採⽤することとした。推定には、順序プロビット・モデルおよびプロ
ビット・モデルを⽤いる。以上の変数の記述統計量は、表 3 の通りである。 
 
4. 推定結果 
4. 1. 財源の影響 

表 4 が順序プロビット・モデルを⽤いた結果、表 5 がプロビット・モデルによる結果で
ある。財源の影響についてみてみると、いずれのモデルでも「⺠間フィランソロフィー⽐率」
が有意な負の値を⽰している。また、「事業収⼊⽐率」は順序プロビット・モデルで有意な
正の値を⽰している。これは、⺠間フィランソロフィーの⽐率が⾼いほどミッション・ドリ
フトは発⽣しにくいこと、また、事業収⼊⽐率が⾼いほどミッション・ドリフトが⽣じる確
率が⾼まることを意味する。⼀⽅で、「政府資⾦⽐率」については、いずれのモデルでも有
意差は確認されなかった。政府資⾦⽐率は負の値をとっており、事業収⼊⽐率と類似した傾
向を⽰してはいるが、先⾏研究でしばしば指摘されてきた政府資⾦のミッション・ドリフト
への影響は、本稿においては⽴証されなかったといえる。 

財源の多様化指標である「HHI」については、いずれのモデルでも有意な負の影響を与え
ている。すなわち、財源の多様化はミッション・ドリフトを抑制する結果が⽰唆されたとい
える。これは、財源の多様化によって特定のステークホルダーのプレッシャーを平準化でき
るという理論的想定とは異なる結果である。この結果に従うとすれば、財源多様化は、ミッ
                                                       
アンケート調査における事業活動分野の選択肢は次の通りである。 
１．福祉の増進を⽬的とする事業、２．学術、科学技術、芸術⽂化の振興を⽬的とする事業、３．経済活
動の活性化、雇⽤機会の拡充を⽬的とする事業、４．医療・保健の向上を⽬的とする事業、５．教育・ス
ポーツ振興、児童・⻘少年育成を⽬的とする事業、６．環境保全・保護を⽬的とする事業、７．国際交
流、海外⽀援・協⼒を⽬的とする事業、８．⼈権擁護、平和推進を⽬的とする事業、９．地域活性化、地
域振興を⽬的とする事業、10．災害時救援、防災を⽬的とする事業、11．農林⽔産業の振興を⽬的とする
事業、12．安⼼・安全な消費⽣活の確保を⽬的とする事業、13．国⼟整備・保全を⽬的とする事業、
14．他の団体・組織の⽀援、市⺠活動の促進を⽬的とする事業、15．構成員の利益を実現することを⽬的
とする事業、16．その他の事業。 
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ション・ドリフトという⽂脈においては有効な戦略になり得ないことになる。 
 
4. 2. その他の説明変数の影響 

この他、有意差が確認された変数について触れておきたい。まず、「年間総収⼊額」が有
意な負の値を⽰している（モデルⅠ、モデルⅤ）。財政規模によって組織の構造は⼤きく異
なるわけであるが、組織が⼤きくなるほどミッションと活動との整合性が課題になること
を⽰唆している。また、「活動年数」は、いずれのモデルでも有意な正の符号となっている。
活動年数が⻑くなるほど外圧によるミッション・ドリフトが⽣じる機会が増加することや、
組織の成⻑等によってミッションと活動との関係に変化が起こりやすくなることが背景に
あると考えられる。 

法⼈格については、「⼀般社団法⼈（⾮営利型）」「⼀般財団法⼈（⾮営利型）」「公益社団
法⼈」「公益財団法⼈」「認定 NPO 法⼈」「更⽣保護法⼈」が、有意な負の値を⽰す傾向に
ある。これらの法⼈ではミッション・ドリフトは⽣じにくいということになる。これらの法
⼈は、活動の公益性が強く求められる関係上、ミッション・ドリフトに対する内外のチェッ
ク機能が働きやすいと思われる。他⽅で、「社会福祉法⼈」については有意な正の効果を与
えており（モデルⅤ〜モデルⅧ）、よりミッション・ドリフトが起こりやすいといえる。上
記の財源の影響に関する知⾒を踏まえると、福祉サービスの供給主体としてより事業収⼊
に依存する構造であることと関係している可能性がある。 
 事業活動分野については、「福祉の増進を⽬的とする事業」（モデルⅢ、モデルⅣ）および
「他の団体・組織の⽀援、市⺠活動の促進を⽬的とする事業」（全モデル）の有意差が確認
された。いずれも有意な正の符号となっている。前者については、先述したような福祉サー
ビスとの関連が推察される。後者については、中間⽀援機能をもった組織のミッション・ド
リフト傾向を⽰す結果といえる。ステークホルダーの多様性や、他団体の⽀援と⾃組織の持
続性を両⽴することの難しさが要因として推察できるが、本稿ではこれ以上の詳細な分析
は難しい。 
 
5. 考察 
 
 本稿では、独⽴⾏政法⼈経済産業研究所が実施した平成 29 年度「⽇本におけるサードセ
クターの経営実態に関する調査」を⽤いて、サードセクター組織におけるミッション・ドリ
フトの発⽣要因を、とくに財源の観点から分析した。具体的には、政府資⾦や事業収⼊への
依存がミッション・ドリフトを発⽣させるか否か、および財源の多様化（特定の財源への依
存回避）によってミッション・ドリフトの発⽣が抑制されるか否か、について検証した。 
 分析から得られた知⾒は、第 1 に、財源としての継続性が⾒込まれ⾃由度の⾼い「事業収
⼊」に依存するほどミッション・ドリフトは起こりやすく、⼀⽅で、⺠間セクターからの寄
付や会費・助成⾦といった「⺠間フィランソロフィー」はミッション・ドリフトには結びつ
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きにくい点である。こうした関係は、先⾏研究で規範的に指摘されてきたが、⽇本の実態を
基に実証されたといえる。もっとも、この結果は、「ミッション・ドリフトを回避するため
に、ミッションと関係の弱い事業活動（商業的活動）を回避するべきである（Weisbrod 2004）」
といったような含意を導くものではない。なぜなら、⽇本において、深刻なミッション・ド
リフトが実際に⽣じていると推察されるのは、サンプル全体の 1 割にも満たないことが明
らかになった。さらに、組織が新しい環境へ適応するプロセスにおいてはミッションの広が
りや再定義が⽣じる（Minkoff and Powell 2006）のであり、ミッション・ドリフトは組織の
成⻑過程で起こり得る現象ともいえる。すなわち、⽇本の現状としては、危惧されているよ
うな深刻な問題としてミッション・ドリフトを理解する必要はないと考えられる。 
 第 2 に、財源としての安定性が⾼い「政府資⾦」への依存がミッション・ドリフトを⽣む
という関係性は⽴証されなかった点である。資源異存的に、あるいは権⼒論的に優位な⽴場
にある政府からの資⾦提供がミッション・ドリフトをもたらすという論理は、前述のように
多くの研究で指摘されてきた。結果からはそうした傾向が読み取れないこともないが、統計
的な有意性は確認できなかった。もっとも、本稿は、資⾦提供主体が「政府」であることと
ミッション・ドリフトとの関係を検討したものであり、政府資⾦の内容別の分析（補助⾦と
委託との分類）や、資⾦の提供主体別の分析（国・都道府県・市町村の分類）は⾏っていな
い。政府資⾦の影響の実態を適切に理解するために、そうしたより詳細な分析が必要である。 

そして第 3 に、財源の多様化がミッション・ドリフトを抑制するのではなく、逆にその発
⽣に結びつく点である。これは先⾏研究での指摘と⼤きく異なっている。なぜこのような結
果が得られたのだろうか。理由として考えられるのは、財源の多様化は、ステークホルダー
のプレシャーとミッション追及との整合の難しさを孕んでいる可能性である。たしかに、財
源の多様化は、特定のステークホルダーのミッションへの介⼊を防ぐ⽬的では有効な戦略
かもしれない。しかし、資⾦を提供するステークホルダーの増加は、同時に、そこからの複
数のプレッシャーを調整するコストや、それらを⾃組織のミッションと整合させるコスト
を増⼤させることにつながる。多様な財源にもとづいて多様な活動を制約や影響を受けな
がら⾏うことは、最終的には組織のミッションを曖昧にしてしまいかねない（Weisbrod 
1998; ⽯⽥ 2007）。つまり、財源の多様化が過度に進展すると、ミッション・ドリフトは⽣
じやすくなる側⾯があると推察されるのである。その意味では、これら財源のバランスとミ
ッション・ドリフトの関係性は、坂本（2017）が明⽰しているように、単純な線形の関係と
して捉えるべきではないのかもしれない。いずれにしても、本稿で得られた結果は、より厳
密に再検証される必要があるだろう。 
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＜付表＞ 
 
 

表 1 サードセクター組織の財源の特徴 

 
出典：Froelich (1999)、（中嶋・⾺場 2012）を⼀部修正 

 
 
 
 

図 1 ミッションと活動との⼀致度（n=1040） 

 
 
  

⺠間フィランソロフィー 政府資⾦ 事業収⼊

寄付・会費（個⼈・企業）
助成⾦（助成団体）

補助⾦等
委託等 ⾃主事業等

収⼊の不安定性 ⾼ 低 中
資⾦使途の制約 最も強い 強い 弱い
活動⽬的への介⼊ ⼤⼝寄付者の意向 政策への依存 ⾃由度が⾼い
組織運営に与える影響 形式化 官僚化 合理化
組織の構造的変化 資⾦提供者指向 政府指向 市場指向

完全に⼀致し
ている, 36.8

ある程度⼀致
している, 

56.7

あまり⼀致し
ていない, 2.3

ほとんど⼀致
していない, 

1.4

わから
ない, 1.9

無回答, 0.8
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表 2 財源の内訳 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資⾦提供主体 内訳
⺠間フィランソロフィー 個々の市⺠ 会費、寄付等

サードセクター 寄付⾦、助成⾦等
企業セクター 寄付⾦、助成⾦等

政府資⾦ 政府⾏政セクター 補助⾦、助成⾦、会費等
事業委託、指定管理者制度、バウチャー制度等

事業収⼊ 個々の市⺠ 受講料、物品販売対価等
サードセクター 委託料等
企業セクター 委託料等
政府⾏政セクター 事業委託、指定管理者制度、バウチャー制度等
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表 3 記述統計量 

 
  

サンプル・サイズ 平均値 標準偏差 最⼩値 最⼤値
ミッションドリフト 完全に⼀致してている 1012 0.380 0.485 0 1

ある程度⼀致している 1012 0.580 0.493 0 1
あまり⼀致していない＋ほとんど⼀致していない 1012 0.040 0.193 0 1

⺠間フランソロフィー⽐率 1040 0.279 0.367 0.000 1.000
政府資⾦⽐率 1040 0.432 0.403 0.000 1.000
事業収⼊⽐率 1040 0.580 0.405 0.000 1.000
HHI 1040 0.701 0.247 0.202 1.000
年間総収⼊額（万円） 1040 46458.160 318352.798 1 8599204
活動年数（年） 1018 35.740 26.330 1 132
ボランティア数（⼈） 958 24.520 248.943 0 7030
事務所所在地 東京都特別区 1040 0.120 0.329 0 1

政令市 1040 0.200 0.402 0 1
県庁所在地 1040 0.150 0.362 0 1
その他市町村 1040 0.520 0.500 0 1

法⼈格 ⼀般社団法⼈（⾮営利型） 1037 0.070 0.258 0 1
⼀般財団法⼈（⾮営利型） 1037 0.040 0.195 0 1
公益財団法⼈ 1037 0.080 0.271 0 1
公益社団法⼈ 1037 0.060 0.237 0 1
認定NPO法⼈ 1037 0.160 0.370 0 1
NPO法⼈ 1037 0.140 0.345 0 1
社会福祉法⼈ 1037 0.050 0.214 0 1
学校法⼈ 1037 0.040 0.202 0 1
職業訓練法⼈ 1037 0.080 0.273 0 1
更⽣保護法⼈ 1037 0.040 0.193 0 1
その他法⼈格 1037 0.238 0.426 0 1

事業活動分野 福祉増進 948 0.210 0.410 0 1
学術・科学技術・芸術⽂化振興 948 0.070 0.253 0 1
経済活動・雇⽤機会拡充 948 0.060 0.240 0 1
医療・保健向上 948 0.080 0.275 0 1
教育・ｽﾎﾟｰﾂ・⻘少年育成 948 0.120 0.320 0 1
環境保全・保護 948 0.030 0.166 0 1
国際交流・海外⽀援協⼒ 948 0.030 0.181 0 1
⼈権擁護・平和推進 948 0.010 0.097 0 1
地域活性化・地域振興 948 0.070 0.258 0 1
災害時救援・防災 948 0.000 0.056 0 1
農林⽔産業振興 948 0.070 0.251 0 1
安⼼安全消費⽣活 948 0.010 0.121 0 1
国⼟整備・保全 948 0.010 0.097 0 1
他団体⽀援・市⺠活動促進 948 0.030 0.169 0 1
構成員利益実現 948 0.060 0.234 0 1
その他の事業 948 0.130 0.340 0 1

団体設⽴経緯 ⾃発的に集まった⼈々により設⽴ 1005 0.410 0.492 0 1
年間理事会回数 1018 4.600 3.894 0 40
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表 4 ミッション・ドリフトの発⽣に関する要因（順序プロビット・モデル） 

 
 
 
 
 

係数 漸近的t値 係数 漸近的t値 係数 漸近的t値 係数 漸近的t値
⺠間フランソロフィー⽐率 -0.469 -3.15 **
政府資⾦⽐率 0.152 1.18
事業収⼊⽐率 0.240 1.99 *
HHI -0.477 -2.10 *
年間総収⼊額（対数） -0.066 -2.47 * -0.038 -1.54 -0.049 -1.87 + -0.033 -1.37
活動年数 0.005 2.44 ** 0.005 2.30 * 0.005 2.33 * 0.005 2.12 *
ボランティア数 0.000 0.84 0.000 0.78 0.000 0.82 0.000 0.92
事務所所在地 東京都特別区 -0.176 -1.15 -0.241 -1.59 -0.236 -1.57 -0.259 -1.73

政令市 -0.035 -0.30 -0.053 -0.45 -0.058 -0.49 -0.058 -0.49
県庁所在地 0.028 0.21 0.005 0.04 0.007 0.06 -0.009 -0.07

法⼈格 ⼀般社団法⼈（⾮営利型） -0.352 -1.85 * -0.395 -2.09 * -0.353 -1.85 + -0.459 -2.39 *
⼀般財団法⼈（⾮営利型） -0.518 -2.04 * -0.489 -1.94 * -0.503 -1.99 * -0.519 -2.06 *
公益財団法⼈ -0.551 -2.88 ** -0.606 -3.17 *** -0.554 -2.89 ** -0.638 -3.31 **
公益社団法⼈ -0.228 -1.11 -0.288 -1.41 -0.243 -1.19 -0.386 -1.83 +
認定NPO法⼈ -0.315 -1.69 + -0.370 -1.99 * -0.332 -1.79 + -0.460 -2.39 *
NPO法⼈ -0.157 -0.81 -0.171 -0.87 -0.136 -0.70 -0.192 -0.98
社会福祉法⼈ 0.441 1.72 + 0.388 1.49 0.452 1.77 + 0.443 1.73 +
学校法⼈ 0.231 0.88 0.259 0.99 0.336 1.28 0.191 0.72
職業訓練法⼈ -0.110 -0.52 -0.096 -0.45 0.002 0.01 -0.173 -0.79
更⽣保護法⼈ -0.970 -3.45 *** -1.022 -3.58 *** -0.971 -3.46 *** -0.987 -3.51 ***

事業活動分野 福祉増進 0.316 1.76 + 0.325 1.80 + 0.345 1.93 * 0.364 2.03 *
学術・科学技術・芸術⽂化振興 0.002 0.01 0.029 0.13 0.020 0.09 -0.009 -0.04
経済活動・雇⽤機会拡充 0.000 0.00 0.006 0.03 0.006 0.03 -0.027 -0.13
医療・保健向上 0.025 0.12 0.002 0.01 0.027 0.13 0.039 0.19
教育・ｽﾎﾟｰﾂ・⻘少年育成 0.005 0.03 -0.029 -0.14 -0.015 -0.07 -0.049 -0.24
環境保全・保護 0.048 0.16 0.013 0.05 0.033 0.11 -0.010 -0.04
国際交流・海外⽀援協⼒ -0.162 -0.55 -0.180 -0.62 -0.142 -0.49 -0.173 -0.59
⼈権擁護・平和推進 -0.153 -0.31 -0.228 -0.46 -0.211 -0.43 -0.287 -0.58
地域活性化・地域振興 0.311 1.44 0.329 1.52 0.348 1.61 + 0.317 1.47
災害時救援・防災 -0.461 -0.59 -0.494 -0.64 -0.482 -0.63 -0.450 -0.59
農林⽔産業振興 0.038 0.17 0.097 0.43 0.099 0.44 0.055 0.25
安⼼安全消費⽣活 -0.339 -0.90 -0.325 -0.86 -0.345 -0.91 -0.404 -1.07
国⼟整備・保全 0.031 0.07 0.049 0.10 0.028 0.06 0.057 0.12
他団体⽀援・市⺠活動促進 0.821 2.69 ** 0.767 2.53 * 0.811 2.66 ** 0.781 2.57 **
構成員利益実現 0.330 1.42 0.241 1.05 0.283 1.22 0.224 0.98

団体設⽴経緯 ⾃発的に設⽴ 0.034 0.33 0.044 0.43 0.031 0.31 0.051 0.50
年間理事会回数 0.012 0.96 0.014 1.11 0.013 1.03 0.013 1.02
サンプルサイズ
対数尤度
擬似決定係数
***p <.001  **p <.01  *p <.05  +p<.10
※リファレンス・グループ：事務所所在地は「その他市町村」、法⼈格は「その他法⼈格」、事業活動分野は「その他の事業」。
※閾値、限界効果は省略している。

798

0.070 0.063
-593.253

798

モデルⅡ モデルⅢ

-592.347
0.065

モデルⅠ

798
-588.926

モデルⅣ

798
-591.740

0.066
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表 5 ミッション・ドリフトの発⽣に関する要因（プロビット・モデル） 

 
 

係数 漸近的t値 係数 漸近的t値 係数 漸近的t値 係数 漸近的t値
⺠間フランソロフィー⽐率 -0.473 -3.00 **
政府資⾦⽐率 0.180 1.30
事業収⼊⽐率 0.237 1.72 +
HHI -0.495 -2.01 *
年間総収⼊額（対数） -0.063 -2.15 * -0.035 -1.30 -0.044 -1.56 -0.029 -1.09
活動年数 0.007 2.73 ** 0.006 2.61 ** 0.006 2.62 ** 0.006 2.40 *
ボランティア数 0.000 0.51 0.000 0.44 0.000 0.49 0.000 0.56
事務所所在地 東京都特別区 -0.189 -1.17 -0.250 -1.57 -0.249 -1.57 -0.275 -1.76 +

政令市 -0.024 -0.18 -0.043 -0.33 -0.046 -0.36 -0.048 -0.37
県庁所在地 0.099 0.69 0.077 0.54 0.078 0.54 0.058 0.40

法⼈格 ⼀般社団法⼈（⾮営利型） -0.293 -1.46 -0.335 -1.68 + -0.290 -1.45 -0.400 -1.98 *
⼀般財団法⼈（⾮営利型） -0.425 -1.60 -0.397 -1.51 -0.410 -1.55 -0.432 -1.64 +
公益財団法⼈ -0.476 -2.38 * -0.533 -2.66 ** -0.476 -2.37 * -0.562 -2.78 **
公益社団法⼈ -0.311 -1.43 -0.372 -1.71 + -0.325 -1.49 -0.474 -2.11 *
認定NPO法⼈ -0.216 -1.09 -0.274 -1.38 -0.233 -1.17 -0.368 -1.78 +
NPO法⼈ -0.030 -0.14 -0.049 -0.23 -0.005 -0.02 -0.069 -0.33
社会福祉法⼈ 1.386 3.03 ** 1.322 2.88 ** 1.395 3.06 ** 1.384 3.03 **
学校法⼈ 0.359 1.21 0.389 1.31 0.472 1.59 0.328 1.09
職業訓練法⼈ -0.121 -0.53 -0.111 -0.48 -0.001 -0.01 -0.186 -0.78
更⽣保護法⼈ -1.068 -3.57 *** -1.120 -3.68 *** -1.058 -3.54 *** -1.071 -3.59 ***

事業活動分野 福祉増進 0.249 1.32 0.255 1.34 0.277 1.47 0.296 1.57
学術・科学技術・芸術⽂化振興 0.057 0.25 0.089 0.39 0.076 0.33 0.048 0.21
経済活動・雇⽤機会拡充 0.073 0.32 0.081 0.36 0.079 0.35 0.047 0.20
医療・保健向上 -0.166 -0.76 -0.190 -0.87 -0.162 -0.75 -0.152 -0.70
教育・ｽﾎﾟｰﾂ・⻘少年育成 0.037 0.17 0.003 0.02 0.015 0.07 -0.019 -0.09
環境保全・保護 0.068 0.22 0.038 0.12 0.055 0.18 0.013 0.04
国際交流・海外⽀援協⼒ -0.165 -0.55 -0.180 -0.60 -0.145 -0.48 -0.176 -0.59
⼈権擁護・平和推進 -0.187 -0.37 -0.252 -0.50 -0.242 -0.48 -0.318 -0.63
地域活性化・地域振興 0.329 1.41 0.349 1.50 0.372 1.60 + 0.339 1.45
災害時救援・防災 -0.409 -0.53 -0.445 -0.58 -0.432 -0.56 -0.404 -0.54
農林⽔産業振興 0.121 0.50 0.183 0.76 0.184 0.76 0.133 0.55
安⼼安全消費⽣活 -0.312 -0.80 -0.294 -0.75 -0.317 -0.81 -0.377 -0.96
国⼟整備・保全 0.106 0.22 0.133 0.27 0.107 0.22 0.141 0.29
他団体⽀援・市⺠活動促進 0.937 2.64 ** 0.861 2.48 * 0.912 2.60 ** 0.866 2.50 *
構成員利益実現 0.294 1.17 0.202 0.82 0.241 0.97 0.183 0.74

団体設⽴経緯 ⾃発的に設⽴ 0.080 0.71 0.091 0.81 0.079 0.71 0.098 0.87
年間理事会回数 0.016 1.13 0.018 1.30 0.017 1.20 0.017 1.19
定数項 0.642 1.93 * 0.255 0.84 0.618 1.72 + 0.730 1.97 *
サンプルサイズ
対数尤度
擬似決定係数
***p <.001  **p <.01  *p <.05  +p<.10
※リファレンス・グループ：事務所所在地は「その他市町村」、法⼈格は「その他法⼈格」、事業活動分野は「その他の事業」。
※限界効果は省略している。

-480.920 -484.619 -483.996 -483.433
0.096 0.089 0.090 0.091

モデルⅤ モデルⅥ モデルⅦ モデルⅧ

798 798 798 798
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